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多文化保育実践における保育者の認識についての研究
―八尾市の事例から―
Awareness among Nursery School Teachers on Multicultural Education:  
























留外国人の人口が増加している。法務省統計によると 2016 年 6 月 30 日現在、日本の在留外国
人の人口は 2,307,388 人で総人口（2016 年 10 月現在、126,933,000 人）の 1.8％を占めており、

































































　子どもの権利としての保育・教育権については、「日本国憲法」（1946 年 11 月制定）第 26 条、
「世界人権宣言」第 26 条（1948.12.10 採択）、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規
約（A 規約）」第 13 条（1966 年 12 月 16 日採択・1979 年 9 月 21 日採択）、「児童の権利に関す
る条約」第 2 条・第 29 条（1989 年 11 月 20 日採択・日本では 1994 年 5 月発効）などがその法
的根拠となる。特に、改訂の幼児教育・保育のナショナル・カリキュラムである 2017（平成









＊出所・「幼稚園教育要領」第 1 章総則　第 5　特別な配慮を必要とする幼児への指導　2






・「保育所保育指針」第 2 章　保育の内容 3　3 歳以上児の保育に関するねらい及び内容（2）
ねらい及び内容　ウ　環境　（ウ）内容の扱い④
・「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」第 2 章ねらい及び内容並びに配慮事項
第 3 満 3 歳以上の園児の教育及び保育に関するねらい及び内容「環境」3 内容の取扱い（4）
外国籍家庭など特別な配慮を必要とする家庭の場合には、状況等に応じて個別の支援を行う
よう努めること




















総数 6,002 2,862 1,641 1,175 171 46 26 932 14 33 24 28 225


































を対象範囲としている。本調査対象園の中で公立の K 幼稚園は、現在の外国人在園児数は 0 名
であるが、2017 年 6 月 21 日八尾市職員インタビューにおいて、K 園は今まで中国籍やベトナ
ム籍の子どもが在園したことがあることを確認したため、本調査対象園としている。
○調査対象と質問紙の配布と回収
　・当該 3 園に対する質問紙は各 1 部の計 3 部を配布し 3 部を回収（100％）した。
　・当該 3 園の保育者対象の質問紙は計 90 部を配布し、計 67 部を回収（回収率 74.4％）した。
その詳細と調査期間は以下のとおりである。
・民営 Y 認定こども園
　　　調査実施期間は 2017 年 6 月 10 日～ 6 月 30 日、40 部配布、35 部回収（87.5％）。
・公立 H 保育所
　　　調査実施期間　2017 年 7 月 20 日～ 8 月 10 日、40 部配布、28 部回収（70％）
・公立 K 幼稚園
　　　調査実施期間　2017 年 7 月 20 日～ 8 月 10 日、10 部配布、4 部回収（40％）













　当該 3 園に対して、民営 Y 認定こども園に対しては、返信用の封筒を同封した郵送によって















　2017 年 6 月現在、調査対象 3 園の外国人の子どもの在園児状況は、表 2 のとおりである。3
園の在園児 343 名のうち、67 人（19.5％）が外国人の子どもである。特に、Y 認定こども園の
場合、外国人の子どもは 21.0％を占めており、5 人の中の 1 人が外国人の子どもである。K 幼
稚園は在園児数が少ないが、その理由は平成 31 年に幼保連携型認定こども園への移行のため、
現在園児募集を行っていないからである。K 園の外国人在園児は 0 名であったが、今まで中国
籍やベトナム籍の子どもが在園したことがある園である（2017 年 6 月 21 日八尾市職員インタ
ビュー記録より）。
表 2　調査対象 3 園の外国人子どもの年齢別在園状況








在園児 162 12 23 29 32 34 32
外国人





在園児 145 9 12 15 38 36 35
外国人





在園児 36 ― ― ― 0 15 36
外国人















　次の図 1 と表 3 の外国人在園児の国籍別現況に見ると、全体の 67 人のうち、ベトナム籍が
53 人（79.1％）で最も多く、中国籍が 10 人（14.9％）、その他フィリピン、ブラジル、カナダ、
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計 ベトナム 中国 フィリピン ブラジル カナダ ロシア
民間 Y 認定
こども園 34 29 5
公立 H 保育所 33 24 5 1 1 1 1














　園と地域自治体や外国人の支援団体との連携状況については、民営 Y 認定こども園と公立 H
保育所は「連携している」が、公立 K 幼稚園は「連携していない」と答えた。その連携先につ
いては、Y 認定こども園は地方自治体とボランティアグループと年 3 回連携して活動を行って
おり、外国人家庭の子ども及び保護者の状況や対応課題について話し合いを行っている。公立










　アンケートに回答した保育者 67 人勤務形態は、民営 Y 認定こども園（35 部回収）は主任保
育士 1 人、常勤保育士 12 人、非常勤（アルバイト・パート）保育士 16 人、看護師 1 人、調理
師 5 人である。公立 H 保育所（28 部回収）は所長 1 人、主任保育士 1 人、常勤保育士 15 人、
嘱託保育士 3 人、非常勤（アルバイト）保育士 8 人で計 28 人であり、小規模の公立 K 幼稚園
（4 部回収）は主任教員 1 人と常勤の教員 2 人、非常勤教員 1 人である。
「1．外国人の親子の受け入れの際に園側に必要な準備について」
　外国人の親子の受け入れの際に園側に必要なこと（複数回答可）については、図 2 に示した
ように、「3. 通訳のあっせん」が 54 人と「8. 通訳雇用などの補助金の加算」が 40 人で最も多












は、国際結婚が 43 人で最も多く、次に「仕事上の出張・出向のため」が 24 人、「日本で仕事を
探すためと聞いている」が 23 人を占めている。
　次に、外国人保護者とのコミュニケーションの際の通訳者による通訳援助については、民営
Y 認定こども園はアルバイト雇用通訳者による週 2 回の通訳援助があり、公立 H 保育所では市
の嘱託の通訳者が常駐時間や必要に応じて通訳援助を行っている（本調査と市担当者への 2017




とがある」と答えた保育者は 28 人、「相談を受けたことがない」と答えた保育者は 12 人、「分
からない」と答えた保育者 24 人、回答なしは 3 人である。外国人の保護者からの相談内容（複
数回答可）については、「1. 書類の読み方について」が 12 人、「6. 病気、けが」が 11 人で最も
多かった。この結果については、2008 年に八尾市が居住外国人市民を対象に独自に実施した同






　多文化保育実践に関する研修を受けていると答えた保育者は 67 人のうち、26 人（39％）で、
その研修形態は園外での研修参加が多い。また、多文化保育のマニュアルや参考書、会話集な
どの利用、外国人などの講師を招く等が挙げられた。研修回数は、園内・外を含め、年に 1 回、







回答可）について図 6 に示した。最も多い取り組みは「9. 外国語の保育案内やたより等を作っ




32 人、書籍や資料集が 15 人、研究資料及び論文が 1 人、その他の順であった。また、異文化
保育実践については、2 人が「7. 保育の年間行事の中で、外国関連の内容を取り入れている」と
回答しており、その具体的な内容を見ると‘外国語での歌の活動を行っている’と書かれていた。






社会に適応できるようにするため」が 41 人、「2. 外国人児童と日本人児童を含む一般市民教育
























5 39 19 1
5．多文化保有の内容










そう思う」が 16 人、「まあそう思う」が 31 人、「あまりそう思わない」14 人、「全然そう思わ
ない」が 0 人の順であるように、全体のうち、47 人（約 70％）が必要であると答えている。さ
らに、現職教育での多文化保育の研修の必要性については、「とてもそう思う」が 18 人、「まあ



















表 5　質問項目別・園別の自由記述回答数（複数回答）「いずれかの項目に回答した人数 38 名」
質問項目 計（件） 民営 Y こども園 公立 H 保育所 公立 K 幼稚園
1 保育上に困ったこと
　（言葉の意思疎通・生活文化・食事） 26 14 11 1
2 外国人の保護者とのかかわり 34 17 15 2
3 外国人の子どもとのかかわり 31 17 13 1
4 日本人と外国人の子どもの仲間関係 20 6 13 1
5 日本人の子どもと保護者への影響 21 10 10 1
　表 5 は、自由記述形式の 5 つの質問項目に、いずれかの一つ以上に回答をした保育者は全体














































































































・文部科学省告示第 62 号「幼稚園教育要領（全文）」2017（平成 29）年 3 月 31 日／ 2018（平成 30）年 4
月 1 日施行、厚生労働省告示第 117 号「保育所保育指針（全文）」2017（平成 29）3 月 31 日／ 2018（平
成 30）年 4 月 1 日施行、内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第 1 号「幼保連携型認定こども園教育・
保育要領（全文）」2017（平成 29）3 月 31 日／ 2018（平成 30）年 4 月 1 日施行、株式会社わかば社
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